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子育て期における家族の健康問題と 
保健行動の課題
The scheme of a family’s health through the individual 
lifecycle : Situation under childcare
蛭　田　由　美
要約　家族ライフサイクルの各ステージで、家族にはそれぞれ特有の健康問題が生じ
る。子育て期における家庭では、子どもの健康問題に生活の多くを振り回されると言っ
てよいだろう。そこでこの時期の家族の保健行動の課題として、① 子どもの病気と
受診の現状と家族看護の課題、② 子育て負担の偏重と育児不安への対応について取
り上げ、子どもの健やかな発達と親の子育ての喜びを模索した。
は　じ　め　に
子どもをめぐる保健医療の発展はめざまし
く、乳児死亡率をはじめとする小児保健水準
は著しく改善した。しかし、その一方で救命
後に障害を残す子どもや、慢性化へと移行し
病気や障害を持ちながら生活する子どもが増
加している。また、食生活の乱れや運動不足
が原因と考えられる子どもの肥満や生活習慣
病が増加傾向を示し問題となっている。診断
や治療技術の進展によって、これまで長期の
入院治療を必要としていた子どもや、高度な
治療機器を必要としていた子どもも、治療を
継続しながら家庭で生活することが可能に
なった。したがって、近年の子どもの医療は
施設医療から在宅医療へと移行している。現
在は、医療経済の面からも、医療費抑制策と
して入院日数の短縮化が積極的に進められて
いる。これは、入院による子どもへの影響を
最小限に抑え、子どもの QOL（quality　of　
life : 生活の質）と子どもの権利擁護と成長
発達のための環境を考えるとき、望ましい変
化である。子育ての時期の家族は、子どもの
健康問題に生活のほとんどを振り回されると
言ってよいだろう。そこで、本稿では子育て
の時期の家族の健康問題の課題として、
① 子どもの病気と受診の現状と家族看護の
課題、② 子育て負担の偏重と育児不安への
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対応から、子どもの健やかな発達と親の子育 ての喜びを模索する。
I　子どもの病気と受診の現状と家族看護の課題
　1）　子どもの疾病・健康障害の現状
2011（平成 23）年、わが国では 105 万 698
人の新生児が出生し、2,540 人の乳幼児が死
亡した。乳児死亡率は 2.3（出生千対）であ
る1）。また、2010（平成 22）年度における
20 歳未満の年齢別死因順位第 5 位までを示
すと表 1 のようである。0 歳から 19 歳まで
を 5 歳ずつの年齢段階に分けてみると、死因
の第 1 位は乳児（0 歳児）では先天奇形、変
形及び先天異常であり、1 歳から 19 歳まで
の年代では不慮の事故である。このほか、悪
性新生物、心疾患、自殺などが上位を占めて
いるが、不慮の事故や他殺などで子どもたち
の命が失われるのは大きな問題である。近年、
ビルの回転ドアに頭部をはさまれて子どもが
死亡した事故をきっかけに、事故発生の予防
の研究が学際的に行われるようになってき
た。交通事故、溺死、誤飲、転落、回転ドア
や自動ドア、エスカレーターにはさまれる事
故等々、子どもたちを取り囲む環境は危険に
満ちている。
1950 年代までは、結核や肺炎、ポリオ、
日本脳炎、疫痢などの感染症が子どもたちの
命を脅かしていたが、ウイルス研究の道が開
かれ、ポリオや麻疹などのワクチンが開発さ
れ、ワクチンの接種によって多くの感染症の
予防が可能になった2）3）。しかし、その後
1970 年代にはワクチンの副反応による予防
接種事故が社会問題となり慎重に投与される
ようになり、1994 年には予防接種法が改正
され義務から勧奨へと制度が変更された。子
どもの感染症の時代は終わったかのように思
表1　20歳未満の年齢階層別死因順位（2011年）
年　齢
死　　　　　　因
第 1 位 第 2 位 第 3 位 第 4 位 第 5 位
0 歳 先天奇形、変形及び染色体異常
周産期に特異的
な呼吸障害など
乳幼児突然死症
候群
不慮の事故 胎児及び新生児
の出血性障害
1-4 歳 不慮の事故 先天奇形、変形及び染色体異常
悪性新生物 心疾患 肺炎
5-9 歳 不慮の事故 悪性新生物 その他の新生物、心疾患
先天奇形、変形
及び染色体異常
他殺
10-14 歳 不慮の事故 悪性新生物 心疾患 自殺 先天奇形、変形及び染色体異常
15-19 歳 不慮の事故 自殺 悪性新生物 心疾患 先天奇形、変形及び染色体異常
註）　2012 年版「国民衛生の動向」第 11 表（3-1）を参考に著者作成
資料　厚生労働省「人口動態統計」2010 年　
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われがちだが、病原性大腸菌 O-157 による
集団食中毒、レジオネラ菌による感染、結核
の復活、エイズ、抗生物質耐性をもつ菌の出
現など新たな問題が発生している。1960 年
代以降、感染症にとって替わるように、気管
支喘息、アトピー性皮膚炎などアレルギー性
疾患が増加した。その原因に全国的な公害の
発生や生活の欧米化などが挙げられている
が、多くの要因が関連しているものと考えら
れている。
　2）　小児保健医療の推移と現状
わが国の戦後の小児医療は以下のように推
移し、高水準の小児医療政策が実施されてき
た。
1947（昭和 22）年 : 児童福祉法公布
1954（昭和 29）年 : 育成医療
1958（昭和 33）年 : 未熟児養育医療
1965（昭和 40）年 :  国立小児病院（小児総
合医療施設）開設
1974（昭和 49）年 :  小児慢性特定疾患治療
公費負担制度
1984（昭和 59）年 :  神経芽細胞腫検査事業
（2003（平成 15）年休
止決定）
2002（平成 14）年 :  成育医療センター創
設
また、少子化の一層の進行や子どもを取り
巻く環境の変化に対応するため、以下のよう
な子育て政策が策定され実施されたが、出生
率や合計特殊出生率の改善などの少子化対策
としての効果は上がっていない。
1994（平成 6）　年 : エンゼルプラン
1999（平成 11）年 : 新エンゼルプラン
2000（平成 12）年 : 健やか親子 21
2002（平成 14）年 :  少子化対策プラスワ
ン
2003（平成 15）年 :  児童福祉法改正、少子
化社会対策基本法、次
世代育成支援対策推進
法
2004（平成 16）年 :  子ども・子育て応援
プラン
2006（平成 18）年 :  新しい少子化対策に
ついて
2010（平成 22）年 :  子ども・子育てビジョ
ン
「健やか親子 21」は、21 世紀の母子保健の
取り組みの方向性を示し、関係機関、団体が
一体となって推進する国民運動計画として策
定されたものである。その主題は、① 思春
期の保健対策の強化と健康教育 の推進、
② 妊娠・出産に関する安全性と快適さの確
保と不妊への支援、③ 小児保健医療水準を
維持・向上させるための環境整備、④ 子ど
もの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽
減であり、2014（平成 26）年までの目標と
して 67 指標 72 項目が設定された。
1997（平成 9）年に制定された臓器移植法
では、15 歳以下の子どもは対象外とされて
いるため、臓器移植が必要な子どもは多額の
費用をかけて海外で移植を受けるケースが増
加し、子どもからの臓器提供も含めて再議論
が求められていた。2009（平成 21）年に改
正された同法では、① 脳死は人の死とする、
② 本人の生前の拒否がない場合は家族の同
意で提供できる、③ 提供は 15 歳以上という
年齢制限を撤廃する、④ 虐待を受けて死亡
した場合、当該児童からの提供をしないよう、
虐待の有無の判断が必要である、⑤ 親族へ
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優先的に提供するという意思表示をしておく
ことができる、となった5）。また、少子化の
進行の影響と、採算性の低い小児科診療や小
児病棟の閉鎖が相次ぎ、小児科医の減少の問
題と重なって、小児救急医療体制の不備が深
刻な問題となっており、整備が求められてい
る。
　3）　‌子どもの成長発達と療養形態の在り
方
子どもが病気で療養する場合、入院する病
棟は 2 種類あり、小児科疾患を持つ子どもが
主に入院するのが小児科病棟であり、小児科
疾患以外にも外科や整形外科、耳鼻科などの
疾患を持つ子どもが入院する病棟が小児病棟
である。大人と同じ病棟の一部に子どもが入
院している病棟は混合病棟と呼ばれる。通常
一つの病棟は 50 床前後で構成されている。
現在、大学病院や特定機能病院のような医療
施設でないかぎり、50 床を子どもで占有す
ることは難しく、大人との混合病棟であるこ
とが多い。この他に病院全体が小児医療のた
めに設立された小児専門病院があり、1965（昭
和 40）年に国立小児病院が開設されてより、
各地に次第に増加し、全国に開設された。そ
の一方で、患者を全人的・包括的に診る重要
性も主張されるようになり、2002（平成 14）
年には成人に達した（キャリーオーバー）小
児疾患の患者をも対象とする国立成育医療セ
ンターが開設された。小児医療の発展は、先
天性の外科系疾患や代謝異常、染色体異常疾
患を持つ子どもの貴重な命をたくさん救って
きた。このような治療を受けた子どもたちは
成長発達とともに進学、就職、結婚、出産そ
して老化を体験することになる。しかし、子
ども時代に疾患を持ち成人に達した（キャ
リーオーバー）人々のさまざまな相談に応じ
健康管理及び必要な治療を行うのは、一般的
な成人対象の医療施設では難しいという問題
がある。このような問題を解決し、胎生期か
ら成人期までの継続医療として成育医療とい
う概念が提唱され、上記のように、2002（平
成 14）年にセンターの開設が実現した。小
児医療は子どもを常に成長発達する存在とし
てとらえているが、守備範囲は主に思春期ま
でと考えられていた。今後はキャリーオー
バーとしての社会適応や健康生活への支援も
検討することが必要である。
子どもの入院に限らず、かつては入院患者
の日常生活の世話は家族などの付き添いが行
うのが一般的であった。このため、子どもが
入院した場合は母親が付き添うことが多く、
そのため家庭に残されたきょうだいや家庭生
活に問題が生じることがあった。看護師が入
院患者の生活の世話全てを行うようになった
のは、1948（昭和 23）年の保健師助産師看
護師法の制定後であった。この後入院した子
どもたちの看護ケアをすべて看護師が行う施
設が多くなった。これによって、子どもを入
院させた母親は付き添いという役割から解放
されることになったが、一方で病院は子ども
の安全や感染予防を優先し、両親やきょうだ
いの面会を厳しく制限したため、病気の子ど
もと家族を切り離す結果になってしまった。
こうした状態は母子関係、父子関係、きょう
だい関係の確立の障害になること6）、ホスピ
タリズムの問題7）、子どもの親に会う権利の
侵害8）であることなどが指摘されてきた。こ
うした経過を経て、小児専門病院を始め多く
の小児病棟では面会制限を緩和する傾向にあ
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る。感染に敏感で最も面会制限の厳しかった
NICU（Neonatal Intensive Care Unit : 新生
児集中治療ユニット）でも両親の面会が奨励
され、両親が子どもと触れ合う機会を積極的
に作ろうとしている。
1994（平成 6）年の子どもの権利条約の批
准に伴い、小児医療の現場でも子どもの権利
を守るためのさまざまな見直しが行われてき
た。子どもの権利を擁護する医療のあり方そ
のものが、子どもの身体的心理的社会的な成
長発達を促す医療に直結すると考えられるか
らである。その一つが面会制限の見直しであ
る。子どもが親に会いたいときに会うという
権利を保証するという観点からの見直しであ
るが、課題が多く制限が残っている施設も多
い。家族が病棟に自由に出入りすると、医療
処置がしにくいという医療側の都合を挙げる
施設もあり、病院や病棟へ出入りする人を管
理しにくく、特に夜間など子どもの安全の確
保が困難であるなどの課題も挙げられてい
る。また、子どもには教育を受ける権利があ
り、たとえ病気で入院中であっても教育を受
けるチャンスを保証されなければならない。
現在、小児病棟がある病院では、入院中の子
どもに対する特別支援学級の整備がすすめら
れている9）。従来、特別支援学級で学習する
にあたって、子どもがそれまで通学していた
学校からの転校手続きを取らなければならな
かったが、現在は簡単な手続きで移行できる
ようになっている。在宅療養する子どもの場
合の学習環境については、家族の希望と学校
側の環境整備にまだズレが大きい。
わが国の小児医療の現場には、子どもの知
る権利、意見の表明や自己決定権の保証など
の権利擁護の問題が残されていると言える。
　4）　子どもの病気と家族看護の課題
子どもが入院した場合には母親が付き添う
ことが多く、付き添う母親や家族にも不都合
が生じやすい。子どもの入院に当たって母親
が付き添うことが当たり前のように思われ
て、母親自身は喜んで、その役割を引き受け
ていると思われがちであり、母親の身体的心
理的社会的な負担に目が向けられることは少
ない。病院で入院した子どもに付き添うとい
うことは一部屋に数人の子どもと同じ数の母
親が寝泊まりし、プライバシーが保てない状
態や子どもの泣き声で母親が周囲の入院患者
に遠慮するなど、日常生活とは異なった、し
かも非常に制限された不自由な生活を強いら
れることになるのである。食事、入浴、睡眠、
休息などの不自由さ。子どもの病状の変化に
真っ先に直面する負担。それでなくとも、子
どもの病気について自責の念に囚われている
ことの多い母親に、こうしたプレッシャーが
のしかかる。その他の家族にも不自由な状況
は波及する。子どもが病気をしたとき、ある
いは入院したとき、父親も母親と同じような
問題状況に置かれる。父親として子どもの病
状に対して心を痛め、入院を見舞い、加えて
家庭に残された他の家族成員の世話の責任を
負うことになる。また、家庭に残されたきょ
うだいは、母親の不在が長く続くと家庭で母
親の世話を受けることができず、入院してい
る子どもに母親を独占されたと思い込み、疎
外感や嫉妬心を持つこともある。
健康障害を持つ子どもも、健康な子どもと
同様にできる限り家庭で両親やきょうだいな
ど家族とともに生活することが望ましい。両
親や家族にとっても、病気の子どもに必要な
在宅医療サービスやその他の支援を受けなが
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ら、自宅で家庭看護を続けることが望ましい
療養生活の形であろう。もちろん在宅医療
サービスは入院医療と同様のレベルが確保さ
れる必要があり、医療行為が家族特に母親の
負担にならないように医療専門職の介入が必
要になる。こうして子どもは在宅での医療を
受けながら、保育所や学校に通い、きょうだ
いや友達と遊び、両親に愛されて育つことが
理想であろう。これはきょうだいにとっても
二重に意味の深いことである。一つは病気の
きょうだいを家庭で世話をすることによっ
て、人間は病気で弱くなったり苦しんだりす
る存在であるということや世話の仕方を学習
し、弱くなったり苦しんでいる人に対する思
いやりの気持ちを育てるチャンスとなること
である。二つ目は、家族の誰も不在にならな
いため、取り残されたという疎外感を味わう
ことがないということである。もちろん家庭
生活で病気の子どもの世話が優先されること
が多くなり、他のきょうだいがやきもちを妬
くなどということは起こりうることである。
しかし、目前に繰り広げられることであるた
め、両親にしてみれば心配の兆しを発見しや
すく、深刻な事態になる前にきょうだいの成
長発達のステップとして利用することができ
る。思いやりの気持ちや順番を待つという我
慢を教えるチャンスにすることができるだろ
う。
II　子育て負担の偏重と育児不安への対応
　1）　子どもの楽園
明治初期、ヨーロッパやアメリカから日本
にやってきた外国人技術者や旅行者は、日本
人の子どもに接する態度に驚嘆し、次のよう
な記録を残している10）。「親の子どもへの深
い愛情は、家庭生活のすみずみにまで見るこ
とができる。大人が子どもに何かを禁ずるこ
とはほとんどなく、まして叱ったり罰したり
することはさらに稀である。大人は子どもに
夢中のように見える」。一方子どものほうは、
「日本の子どもは泣かない」というのが、訪
日欧米人の定説だった。「怒鳴られたり、く
どくど小言を聞かされたりせずとも、好まし
い態度を身につけてゆく」。だからと言って、
日本の親は子供を放任しているのではなく、
子どもは小さい時から礼儀作法を仕込まれて
いたし、親の最大の関心事は子供の教育で
あった。また、「子どもたちが遊びの際に自
分たちだけでやるように教えられているその
やり方には感心する。疑問が生じた場合、言
い争ってゲームを中断したりするのではな
く、年長の子どもの裁定で解決し、大人は干
渉しないのである。日本の子どもは他のいず
れの国の子どもより多くの自由を持ってい
る」のである。
こうした我々の先祖の姿を外国人に紹介さ
れてみると、ほのぼのとした気持ちになり、
子育てに関してこの先それほど深刻にならな
くて良いのだろうかと、安心材料を得たよう
な気持ちになる。しかし現実には、一人の女
性が生涯に産む子どもの数を表す合計特殊出
生率は下がり続け、2002（平成14）年には1.32、
2003（平成 15）年には 1.29 まで低下した11）。
政府は、少子化による人工減少社会に歯止め
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をかけようと、「エンゼルプラン、「新エンゼ
ルプラン」、「健やか親子 21」などさまざま
な方策を実行に移そうとしているが、目に見
える変化は保育所の増加程度で、出生率はな
かなか上がらず、2011（平成 23）年の合計
特殊出生率はまだ 1.39 である。この原因と
して、厚生労働省は若い人たちの晩婚化、未
婚化に加えて、夫婦の出産力の低下を挙げて
いる。また、全国の児童相談所に寄せられ処
理された児童虐待に関する相談件数は、1990
年度には 1,001 件であったが、2000（平成
12）年には 2 万件を超え、2012（平成 24）
年には 6 万 6,701 件と激増している12）。相談
内容も、質的に困難な事例が増加しているこ
とは、メディアを通した悲惨な事例で知るこ
とができる。著者は長年、周産期医療の現場
で妊娠出産する女性とパートナーおよびその
家族とかかわってきた。その経験からすると、
出産直後の女性とパートナーおよび家族は皆
一様に、明治初期にヨーロッパやアメリカか
ら来日した外国人がみたように「赤ちゃんに
夢中」である。皆それぞれに、赤ちゃんに対
する愛情で溢れ、赤ちゃんが新しい家族成員
になったことの喜びに満たされている。一方
でとどまるところを知らない出生率の低下、
急増する児童虐待がある。
　2）　子供不足に悩む国ニッポン
日本で出産と子育てを体験したフランス人
教育者であり研究者であるミュリエル・ジョ
リヴェ13）は、なぜ日本の女性は子どもを産
まなくなったのかを分析し、その中で次のよ
うな十カ条が若い母親を追い詰めていると指
摘した。
＜「いいお母さん」になるための十カ条＞
①　胎児とあなたは一体である
②　胎児の IQ は母親の愛情で伸びる
③　痛い思いをしてこそ出産の喜びがある
④　 赤ちゃんには常に体ごとぶつかるもの
である
⑤　 赤ちゃんには昼夜を問わず、一年間母
乳をやるべきである
⑥　 赤ちゃんの食事は愛情たっぷりの手作
りでなければならない
⑦　 赤ちゃんのおしめは母親が洗うべきで
ある
⑧　 子どもにはひたすら無償の愛を浴びせ
るべきである
⑨　 母性本能がたっぷりあれば子どもは病
気にならない
⑩　 子どもが小さいうちは働いてはならな
い
上記十カ条は、ジョリヴェが日本の著明な
小児科医の著作14）や彼らへの直接のインタ
ヴューから導き出した小児科医が唱える子育
て理論である。そして、日本の女性が母親に
なることにあまり魅力を感じない背景には、
ここに責任の一端があると述べている。この
十カ条は、母親は子どものために人生のすべ
てをかけるべきであるという見解である。こ
こには母親が人間として自分の人生を幸せで
価値のあるものにする余地は残されていな
い。
　3）　母親の育児不安の実態
著者らは、周産期医療の現場での調査を通
して、出産後の母親の不安は出産後の時間の
経過とともに徐々に上昇していくという結果
を得た15）。出産後の母親の生活行動は退院後
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に急速に広がっていくと考えられるが、その
生活の広がりや変化の中に母親の不安を引き
起こす要因があるのではないかと考えられ
た。さらに、産褥期の母親の不安および苛立
ちと生活状況について調査し、関連を検討し
た16,17）。産後 1 か月の日常生活の苛立ちを、
産後の母親の心理状態を表す一つのめやすと
考えて行ったこの調査結果から、産後の母親
の忙しく煩雑な生活の中での心理状態を推測
することができた。新生児という新しい家族
を加え、不規則な生活の中で仕事が多すぎて
家事や育児が大変と思いながら、出費がかさ
むことや健康や将来への不安を抱き、人間関
係に苦慮し、やりとげるべきことが控えてい
ると焦っている母親の姿が浮き彫りになっ
た。
苛立ちの内容に初産婦と経産婦の間に差が
みられ、それぞれ特徴を表していた。初産婦
は、家族関係と不規則な生活、外見や容姿の
変化により高い苛立ちを感じ、経産婦は家族
成員がさらに増えたことにより、家族の健康
や将来に対する不安、仕事量が増え家政管理
が複雑になっていくことに苛立ちを感じてい
た。夫の家事や育児への協力に関しては、期
待と実態に若干のずれがあるものの、概ね協
力は得られていると認識していた。当然のこ
とながら、夫の協力が得られないと認識して
いる母親は、協力が得られると認識している
母親に比べて苛立ちは高かった。また、この
調査では、これまでに直面した問題の解決が
できたかという質問で無力体験を、大勢の人
が子どもを育ててくれていると思うかという
質問で社会的サポートの認識を、家族以外に
悩みを打ち明けたり相談できる人がいるかと
いう質問で情緒的サポートの認識を明らかに
しようとした。その結果、これまでに直面し
た問題をあまり解決できなかったという無力
感を持つ人、子育てに関する情緒的サポート
がほとんどないと認識している人が日常の苛
立ちを募らせていた。
大日向雅美18）は、母性意識の世代間調査
を通して、現代世代の母親は母親意識に関し
て他の世代に比べてより多くの課題をかかえ
ており、育児の意義を認めているものの、育
児以外に生きがいを求める意識が高いと指摘
している。我々の調査の結果でも、社会的に
孤立した状態の中で子育て以外に生きがいを
求める意識が高く、しかし現実には自分のや
りたいことがほとんどできないという母親の
姿が明らかになった。子育て以外に生きがい
を求め、現実にはそれができないという意識
を持つ母親はそうでない母親に比べて日常の
苛立ちが高く、期待と現実の不一致が母親の
心理を不安定にしていた。
　3）　‌「日本の男性たちは自分の子どもを愛
しているのだろうか…？」
「日本の男性たちは自分の子どもを愛して
いるのだろうか…？」これは、前述のフラン
スン人ジョリヴェ13）の疑問である。総理府
が行った調査「日本の父親と子ども」19）を検
討し、日本の父親の自分の子どもとの接触の
時間や日常のコミュニケーションの持ち方、
余暇の過ごし方の結果を見てのことである。
国際的な比較ではあまりにも日本の父親が子
どもとの接触が少なすぎるからであり、類似
した調査結果は他にも報告されている20）。こ
のように、従来日本では子育ては主として母
親が担い、父親がかかわることは少なかった。
その理由の一つは、父親は生計のために外で
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働き、母親は家事と育児の責任を負うという
男女の性別役割分業の考え方である。この考
え方が、家族の形態および親子関係の理想と
して一般化されていたことが挙げられる。二
つ目の理由は、日本的経営の特質としての企
業社会の構造が挙げられる。企業社会の競争
の秩序が、労働者の企業への強い凝集力を引
き出し、父親を会社人間にしてきたことは多
くの人が認めるところである。父親の子ども
や家族との触れ合いすなわち家庭団らんは犠
牲にされてきたと言える。しかし、少子高齢
社会の到来により日本の将来への危機感が高
まり、子どもの発達上のさまざまな問題への
対応が急がれ、父親の子育て参加、父親の家
庭復帰、父権の復活などが取り上げられた。
著者らも父親の子育て支援の検討に資する
ことを目的にいくつかの調査を行った21,22）。
本調査は、首都圏における勤労者家族の父親
777 名を対象に、1997（平成 9）年から 1999（平
成 11）年までに行ったものであったが、
1988（昭和 63）年の総務庁の調査に比べて、
父親の子どもとの関わりの時間も家族ととも
に過ごす時間も、子どもとの関わりを積極的
に持っていると認識している父親も確実に増
えていた。10 年ほどの間に父親の子育て参
加は確実に進んでいると考えられた。父親の
特性別に分析を試みた結果、家庭生活や仕事、
子どもとの関わりに興味深い特徴がみられ
た。年齢別には、年齢が若いほど子どもや妻
への愛着が強く家族関係は緊密で、従来の男
女の性別役割に固定されない子育ての考えを
持ち、子育て支援として経済的支援を望む声
が多かった。父親の年齢が上がるにしたがっ
て、子どもや妻への愛着は弱まり子どもや家
族との関係は希薄になる傾向がみられ、父親
としての役割は重要事項の決定に意味を置く
ようになる。子育て支援として多様な支援を
望むようになるが、子どもの成長に伴って考
慮すべきことが広がってくるためと考えられ
た。子どもの成長発達に伴って、養育や教育
に関して夫婦の意見が一致することが少なく
なる傾向がみられたが、忙しさのために十分
話し合う時間がとれなくなったり、それまで
の経験から夫婦のどちらかの意見で決定する
ことが多くなるものと考えられる。家族関係
の中で父親としての役割の認識に関して、「妻
や家族の相談相手」というものが各年代で一
貫して最も多かったが、子どもの中学生の年
代で特に多かった。子どもが高校生以上にな
ると、仕事に打ち込み、重要な事柄の最終決
定という形で父親役割を果たすようになる。
父親としての役割不足を感じながら、教育問
題で子どもを心配する父親の姿がうかがえ
た。子どもの成長発達に伴って、親子の関係
は量的な緊密さから距離を置いた質的な関係
へと変化するものと考えられた。職種別には、
営業職と公務員はそれぞれ特徴的で、対照的
な結果を示し、父親の働き方が子育て参加に
大きく影響することがしめされた。営業職の
父親は企業の最前線で厳しい仕事に打ち込む
一方で、妻や子供に対する強い愛着がしめさ
れた。一方、公務員と分類された対象者の多
くは教員であったが、子育てに積極的に取り
組み、家族関係を積極的に保とうとする父親
の姿が示された。
もちろん日本の父親が自分の子どもを愛し
ていないはずがない。父親がいくら望んでも、
子育てに積極的に取り組めない企業風土や社
会風土がある。これを何とかしなければ父親
も母親同様に葛藤やジレンマに埋もれてしま
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うだろう。母親への育児負担の偏重の軽減は
もとより、父親が本来家庭で持つべき団らん
の楽しさや意義、子どもとのふれあいによる
幸せを取り戻すために、父親の育児参加の促
進が強く求められる。これらの調査研究をと
おして、著者らは 3 つの支援策を提案した。
一つ目は子育てのための経済的支援、二つ目
は父親の働き方の改善策、三つ目は企業の育
児支援の取り組みを勧奨・評価するシステム
の構築である。
近年、少しずつではあるが、父親研究が行
われるようになり、子育てに積極的に取り組
む父親の姿もみられるようになり、“イクメ
ン” などと取りざたされるようになってき
た。
おわりに　─　追い詰められている母親への子育て支援
政府は、1994（平成 6）年から子育て支援
策「エンゼルプラン」をスタートさせた。以
降、前項 1-2）に示すように 20 年間にわたっ
て、少子化現象に歯止めをかけようと少子化
対策の検討・拡充を行ってきた。2010 年に
は少子化社会対策大綱と子ども・子育て応援
プランの見直しが行われ、「子ども・子育て
ビジョン」が策定された。これまでの少子化
対策から子育て支援に視点を移し、社会全体
で子育てを支えること、子どもと子育てを応
援する社会を作ることを基本理念としてい
る。
こうした子育て政策とは裏腹に、小児科医
という専門家の権威的なプレッシャーがある
ことはすでに述べた。そうしたプレッシャー
をはねのけ、母親が子育てを楽しみ自分自身
の人生に満足できるように、母親の子育て支
援のために何が必要か真剣に考える必要があ
る。最も必要なことは、最も身近な存在でし
かも子どものもう一人の親である夫、そして
家族からの支援である。夫および家族が出産
後の母親の子育てを適切にサポートするため
の準備は、妊娠期からすでに始められなけれ
ばならない。そのため、夫は出産準備教育を
妊婦である妻とともに受けることが望まし
い。これは今では珍しいことではなく、医療
機関等では従来の母親学級が両親学級とな
り、土曜日や日曜日を開催日とする施設も多
く、夫の参加率は高くなった。これに引き続
き、産婦が望むなら夫あるいは家族の出産へ
の立ち会いが奨励されるべきであろう。出産
時は、夫および家族の関心が最も産婦と胎児
に注がれるときである。この期待と不安、心
配と喜びが入り混じった出産過程を支え合う
ことによって、夫婦や家族の絆が一層強いも
のになることは明らかである。夫や家族の出
産立ち会いには、産婦に対しても夫に対して
も特別なきめ細やかな配慮が必要になるが、
できるだけ夫や家族を出産の場から締め出さ
ないようにしなければならない。分娩室に入
ることを躊躇する夫や家族の場合、本人が望
めば分娩室の近くに控室あるいは控えのス
ペースを作るなど、出産の臨場感を共有し新
生児と早期に接触するための配慮は、ちょっ
とした工夫で十分可能である。
夫および家族の次に母親を支援できるのは
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友人や同じく子育てをしている仲間であろ
う。同じ経験を共有する仲間は、知識や情報
の交換にとどまらず悩みを共有することがで
き、互いに助け合うことによって問題解決に
もつながる。母親がこのような育児グループ
を作り、ネットワークを広げていく機会とし
て効果的なのは、母親学級・両親学級や産後
の入院期間を利用することである。さらに退
院後も育児の問題を抱えた母親あるいは育児
と自らの生きがいとの葛藤に悩む母親がいつ
でも相談に飛び込めるような窓口や受け皿が
必要である。母親が気軽に立ち寄り、悩みや
問題を打ち明け、同じ悩みを持つ仲間と情報
交換し、助産師・保健師・看護師、ケースワー
カーなどの医療福祉関係者から必要な専門的
なアドバイスを受けられるようなオープンな
相談の場が設置されることが望まれる。これ
に応えるために「次世代育成支援推進法」の
取り組み事業の一つとして、「つどいの広場」
事業が展開された。現在、日本看護協会は全
国都道府県看護協会に呼びかけて、「まちの
保健室」という地域における看護サービス提
供事業を展開している。街中にオープンなス
ペースを設けて、老若男女の健康問題から育
児や介護の悩み事など “よろず相談” を、受
けている。来所者の多くは中・高齢者である
が、こうした活動を広く広報して、若い母親
がママ友と連れ立って来所するようになるこ
とが望まれる。
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